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地方中核市の地域再生
― 山口県下関市の事例研究② ―
和田　清美・魯ゼウォン
はじめに：本稿の主題と限定
　「まち・ひと・しごと創生法」（2014 年 11 月 28 日施行・公布）において
努力義務とされた都道府県及び市町村の「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」の計画は、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局の調べによると、
2015 年度内でほぼ全国の地方公共団体において策定されていることが明ら
かになっている（47 都道府県 100％、1,737 市区町村 99.8％）。計画は、国の
長期ビジョンに対応して、「人口ビジョン」と「まち・ひと・しごと総合戦略」
の内容をもち、すでに本年度で 2 年が経過することになるが、この間どのよ
うな展開と成果があるかを問う政策評価の段階に至っている。
　筆者らは、このような政策状況下にある「地方創生」のありかを、「山口
県下関市」を事例として研究を進めることにした。「山口県下関市」を事例
としてとりあげた理由は、第一に筆者らは、これまで多くの研究蓄積のある
地方の農山村ではなく、地方の都市－とりわけ人口及び産業集積ある「中核
市」を研究対象とすること、第二は、人口減少及び高齢化問題が急速に進ん
でいること、第三は、海外との交流を始めとする「グローバル化」へ対応が
あること、の 3 点の条件を有していることからである。さらに重要な点とし
て、第四は、下関市は、2015 年 10 月に「下関市人口ビジョン」及び「下関
市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定が終えており、その計画におい
て筆者らの研究視点である「地域資源」が充分活かされている点である。
　筆者らが、地方創生における「地域資源」の役割に着目した理由は、国の『長
期ビジョン』における「自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形成
を目指す」との指摘に加えて、人口減少と超高齢化を背景とする「地域創生」
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においては、地域自らがいかんに地域資源を掘り起こし、その地域資源をど
のように活かして地域再生を進めるにかかっていると考えるからである。こ
の考え方は、1970 年代に全国的に展開した「まちづくり・むらづくり運動」
の考え方に遡ることができ、その思想的基盤は、「地域主義」の考え方と通
底している。つまり、「地域主義」とは、玉野井芳郎によれば、「一定地域の
住民が、その風土的個性を背景に、その地域の共同体に対して一体感をもち、
地域の行政的、経済的自立性を追及すること」（玉野井、1977：16）である。
　下関市の事例研究においては、このような研究の視点から、下関市はもつ
多様な地域資源の中から、「人的資源」と、「外国人＝都市間交流資源」に注
目し、研究を進めることとした。第 1 年度の地域調査（2016 年 3 月及び 11
月実施）においては、「人的資源」については、住民・市民活動として、①
自治会活動、②市民活動、③まちづくり協議会を取り上げ、それぞれの現状
と課題を明らかにした。「外国人＝都市間交流資源」については、①韓国朝
鮮籍住民とその生活世界、②釜山との都市交流、③リトル釜山フェスタを取
り上げ、その歴史と現状を明らかにした（和田・魯、2017）。
　以上の研究成果の基づき、筆者らは、あらためてこの研究視点の重要性を
認識し、上述の「地域資源」の考え方に立ち、第 2 年度の調査では、「地域創生」
ではなく、「地域再生」を研究主題として設定し、「まちづくり協議会」と「韓
国釜山広域市との交流」について、3 回の現地調査を実施した。その研究成
果が本稿である。3 回の現地調査は、2017 年 2 月に実施した下関市及び釜山
市での「自治体交流」に関する調査、同年 11 月に実施した 3 つの「まちづ
くり協議会」への訪問調査及び「リトル釜山フェスタ」の参与観察調査、同
年 12 月に実施した「朝鮮通信使」ユネスコ記憶遺産登録に関する下関市市
民部及び在日本大韓民国山口県地方本部及び下関支部のヒアリング調査、下
関市民団婦人部へのヒアリング調査である。
　以下では、まず「まちづくり協議会の実態と課題」について述べ、つづい
て「韓国釜山広域市との交流」を述べる。最後に今後の研究課題を述べ、本
稿を終えることとする。
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2　まちづくり協議会の実態と課題
（1）まちづくり協議会の施策展開と政策評価
①	まちづくり協議会の政策目的と施策の展開
　まちづくり協議会は、『下関市まち・ひと・しごと創生総合戦略』におけ
る 4 つの基本目標の一つである「地域の力を活かし、持続可能な地域社会を
つくる」を実現するための施策である「住民自治によるまちづくりの推進」
の事業である。また、重要業績評価指標（KPI）としては「まちづくり協議
会の設置率」が示されている。
　この「まちづくり協議会」については、『下関市まち・ひと・しごと創生
総合戦略』に先だって策定されている『第 2 次下関市総合計画』に基づく分
野別計画である『下関市住民自治によるまちづくり推進計画』（2015 年 1 月）
において示された住民自治によるまちづくりの仕組みを指している。なお、
各施策の計画については、「下関市住民自治によるまちづくり推進に関する
条例」及び「「下関市住民自治によるまちづくり推進に関する条例施行規則」
を根拠としている。
　本計画によれば、第 1 に、まちづくり協議会の地区は、自治連合会のまと
まりを基礎とした概ね中学校区が想定され、第 2 は、まちづくり協議会の組
織体制として、運営委員会の下に、活動部会が設置され、それは、①総務部
会（広報・広聴活動、他の部会に属さないこと）、②健康福祉部会、③子ど
も部会、④安全・安心部会、⑤環境部会、⑥地区の特性に応じた部会、か
ら構成されるとしている。なお、まちづくり協議会の役割は、「地区のまち
づくり計画に掲げる将来像の実現に向けて、地区住民や各種団体等のネット
ワーク化や相互補完を図りながら、効率的かつ効果的に課題解決や地域活性
化に取り組んでいく」としている。2015 年 11 月現在、すでに 17 地区でま
ちづくり協議会が設置され、ほぼ市内全域を網羅している。
　では、まちづくり協議会への支援施策は、どのようなものがあるのか。第
1 は、まちづくりサポート職員制度であり、2015 年度から配置が開始し、
2017 年度現在 17 地区すべてにまちづくりサポート職員が配置されている。
まちづくりサポート職員は、地区と市とを結ぶパイプ役として、まちづくり
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協議会の運営に関わり、地区の事業実施に関わる助言や情報提供などを行っ
ている。第 2 は、活動拠点の支援である。地区の住民に身近なものであるこ
とが指摘され、新たに建設するのではなく、公民館や空き公共施設の活用、
民間の空店舗などが活用するとしている。実際、整備状況をみると、地域の
実情にあわせ多様な拠点施設が置かれている。第 3 は、財政的支援である。
計画では、設立支援、運営資金、活動支援の 3 つの区分で補助金の創設及び
交付金の検討が明記されている。すでに 17 地区においてまちづくり協議会
が設置され活動が展開されているが、2017 年 4 月にからこれまでの補助金
制度から、「まちづくり交付金要綱」及び「まちづくり交付金規則」に基づ
く「まちづくり交付金制度」が開始された。
　「まちづくり交付金」とは、各地区のまちづくり協議会の事業（運営・活
動）を行うために要する費用の全部又は一部を交付することにより、当該
まちづくり協議会の安定した運営と主体的・自主的な活動を支援し、もっ
て、人と人とのつながりを大切にし、地域の力が発揮できるまちづくりに資
することを目的とするものである。「まちづくり交付額」は、交付対象経費
の実支出額と当該まちづくり協議会の交付金の上限額とを比較し、いずれか
少ない額とし、交付金上限額は次のとおりとなっている。①均等割り額（ま
ちづくり協議会の運営に関して必然的に生じる経費及び活動に関して生じる
経費）3,500,000 円、②世帯額（まちづくり協議会の世帯数：補助金交付の
前々年度の 3 月末時点における住民基本台帳上の世帯数）に 200 円を乗じた
額、③面積割額（まちづくり協議会の地区の面積が広範囲のために生じる経
費として、面積に応じた加算額）、④加算額 1（複数の中学校区を範囲とす
るため生じる経費）400,000 円、⑤加算額 2（六連島又は蓋井島を地区の範
囲とするために生じる経費）、⑥加算額 3（事務所の賃貸料として、1 月当た
り 5,000 円を限度として、1 年度当たり 60,000 円限度額とする）、⑦加算額 4
（事務所の高熱経費として、1 月当たり 10,000 円を限度として、1 年度当た
り 120,000 円を限度額とする）、⑧加算額 5（まちづくり計画策定、または評
価、見直し）に取り組む協議会に対し、1 年度当たり 380,000 円を限度額）。
　以上の施策に加えて、人材育成（地区内及び行政内）と、情報共有・情報
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発信があげられている。
②まちづくり協議会に関するアンケート調査結果にみる政策評価
　先述のとおり、筆者らが訪問した 2015 年 11 月の段階で、すでに 17 地区
でまちづくり協議会が設置され活動が展開されていた。そこで、まちづくり
支援課では、まちづくり協議会の現状を把握し、今後の取り組みの参考とす
ることを目的として、2017 年 7 ～ 8 月、17 地区のまちづくり協議会に対し、
アンケート調査を実施した。調査内容は、Ⅰ、まちづくり協議会の運営につ
いて、Ⅱ、まちづくり協議会の活動について、Ⅲ、市の支援について、Ⅳ、
まちづくり協議会について、Ⅳ、まちづくり協議会役員及び代議員の年齢構
成の項目となっている。以下、調査結果の概要を紹介しよう（下関市まちづ
くり推進部 2017）。
　まず、「Ⅰ、まちづくり協議会の運営について」をみると、新たな人材が
加わっているかの問いではやや感じているが 47％、若者世代の参加の必要
性を感じているかの問いでは非常に感じているが 65％、女性の参加の必要
性の問いでは非常に感じているが 41％、やや感じているが 57％、事務局業
務の負担の重さについては、あまり感じていないが 41％で最も多い。
　次に「Ⅱ、まちづくり協議会の活動について」をみると、まちづくり協議
会が優先して取り組むべき課題の問いには、高齢者支援（13 協議会）、子ど
も子育て支援（8 協議会）、観光交流活動（6 協議会）、防災活動（5 協議会）、
地域交流活動（5 協議会）、環境保全活動（4 協議会）、人口移住活動（4 協
議会）、防犯活動（1 協議会）、その他（1 協議会）の結果になっている。協
議会の活動が地域課題の解決につながっているかの問いには、やや感じて
いるが 65％、協議会の活動が地域の活性化につながっているかの問いには、
やや感じているが 59％、地域の将来像を描く「まちづくり計画」の策定の
必要性の問いには、やや感じているが 41％で最も多く、自主財源の必要性
の問いには、非常に感じているが 41％、やや感じているが 41％となっている。
　「Ⅲ、市の支援について」をみると、地域サポート職員がもっと事務局運
営に関わるべきかの問いには、非常に感じているが 29％、やや感じている
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が 23％であり、補助金からまちづくり交付金への変更に伴い対象経費の拡
充や制限の緩和の問いにはやや感じているが 53％、市がもっと支援すべき
施策の問いには、交付金（9 協議会）、人材の発掘・育成（7 協議会）、サポー
ト職員のかかわり方（5 協議会）、先進事例の情報提供（5 協議会）、活動拠
点の整備・確保（4 協議会）の順となっている。
　「Ⅳ、まちづくり協議会について」をみると、地域住民の認知についての
問いには、やや感じているが 59％、あまり感じていないが 29％となっている。
課題の問いには、活動の担い手不足（13 協議会）、リーダー不足（6 協議会）、
自主財源の確保（5 協議会）、地域住民のまちづくり意識の不足（5 協議会）、
地域住民への周知・情報発信の不足（2 協議会）、活動資金の不足（1 協議会）、
その他（1 協議会）の順となっている。
　最後に、「Ⅳ、まちづくり協議会役員及び代議員の年齢構成」をみると、
まちづくり協議会役員は、男性 219 人に対して、女性は 23 人で、女性の割
合はわずか 9.5％に過ぎないのに対して、代議員は、男性 724 人に対して、
女性は 274 人であり、女性の割合は 27.4％となっている。年齢をみると、役
員では男性の場合、60 歳代が 72 人、70 歳代が 71 人で、全体の 65％を占める。
女性の場合は、60 歳代が 9 人で最も多く、50 歳代が 6 人、70 歳代が 5 人と
なっている。代議員では、男性の場合、役員と同様に傾向にあり、60 歳代、
70 歳代で全体の 67.6％を占める。女性の場合は、60 歳代が最も多く 35％を
占め、次いで 70 歳代 26.6％となっている。
　以上のように、役員及び代議員の 9 割が男性及び高齢化の実態を反映して、
若者や女性の参加の要望が高く、まちづくり活動の課題としては、高齢者支
援が最も多く、次いで子ども子育て支援、観光交流、防災、地域交流等があ
げられ、まちづくり協議会の活動が、地域課題の解決や地域の活性化につな
がっていると感じている協議会が 6 割を超えていることは興味深い。また、
「まちづくり計画」の策定の必要性を 7 割の協議会が感じていることは、今
後の協議会の方向性が読み取れる。まちづくり協議会の地域住民の認知は 6
割の協議会が感じている一方で、感じていないが 3 割を超えていることは、
早急に解決すべき問題である。また、今後の課題としてあげられた活動の担
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い手不足やリーダーの不足といった人材の問題は全体の 6 割を占めているこ
とは重く受け止めるべきであろう。それ故、市への要望として、人材の発掘・
育成が、交付金や地域サポート職員との関わり方と並んであげられているこ
とは納得できる。
（2）まちづくり協議会の実態―3 地区の事例研究
　さて、前述のアンケート調査においてまちづくり協議会については、人材
不足の問題や資金の問題を抱えているものの、地域課題の解決や地域の活性
化につながっているとの認識の高さから、その政策的意義は十分認められる
ものと判断できよう。そこで、まちづくり協議会の運営と活動実態を明らか
にすべく、まちづくり推進部まちづくり支援課のご協力を得て、中心部から
は西部地区、周辺部からは豊浦地区と豊田地区の 3 つのまちづくり協議会の
訪問調査を 2017 年 11 月 24 日に実施した（図 1 参照）。以下は、調査結果の
概要である。
　　　　　　　　　　　　【図 1　まちづくり協議会の設置区分】
　　　　　　　　　　（『下関市住民自治によるまちづくり推進計画』2015、p4）
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①	西部地区まちづくり協議会の活動
　西部地区まちづくり協議会は、JR 下関駅を囲む地区であり、地区内には
グリーンモール商店街や大歳神社を擁し、概ね文洋中学校の校区を範囲とす
る（図 1 参照）。まちづくり協議会の事務所は、西部公民館内に置かれている。
　西部地区まちづくり協議会の発足は、2016 年 1 月 31 日である。設立総会
には、設立準備委員をはじめ代議員 59 名が参加し、発足時のまちづくり協
議会は 8 つの自治会連合会（今浦、新地、伊崎、上新地、長崎、大和町、八
幡町八交会）と域内の小・中学校 PTA や後援会・子供会連合会、体育振興会、
保健推進協議会、民生児童委員協議会、老人クラブ連合会西部支部等々 26
の活動団体と公募による委員から構成された。同年 6 月 5 日の通常総会には
大坪第 3 自治連合会が加入し、28 団体となった。
　2017 年度のまちづくり協議会の団体は、上記 9 つの自治会連合会、グリー
ンモール商店街、コミュニティスクール運営協議会（文洋中）、3 つの PTA（文
洋中学校、関西小学校、桜山小学校）、2 つの子供連合会（桜山校区、関西校区）、
西部地区保健推進協議会、文洋校区青少年補導員、桜山地区体育振興会、2
つの児童民生委員協議会（西部第 1、第 2）、老人クラブ連合会西部第 1 支部、
少年相談員、2 つの小学校後援会（桜山小、関西小）、下関保護区保護司会
西支部、公募の 2 団体となっている。役員は、9 つの自治会連合会の会長と、
コミュニティスクール運営協議会（文洋中）、グリーンモール商店街、西部
第 2 児童民生委員協議会、文洋中学校 PTA、文洋校区青少年補導員の代表
となっている。
　西部地区まちづくり協議会の組織構成をみると、総会、運営委員会、その
下に総務部会、福祉部会、教育部会、安全・安心部会が置かれ、部会活動を行っ
ている。2016 年度活動を紹介すると、総務部会では、「広報誌」の発行及び「ふ
れあいウォーキング」の開催、福祉部会では、「高齢者アンケート調査」の実施、
教育部会では、「まちづくりフェスティバル（多世代交流）」の実施、安全・
安心部会では、「高齢者のための安全・安心確保のための講習会」の開催であっ
た。2017 年度は、総務部会では、「広報誌」の発行及び「ふれあいウォーキ
ング」に加え、「ホームページ」の立ち上げ、アンケート調査の実施が計画
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されている。福祉部会では、地域の高齢化率が 40％を超える実態を踏まえ、
2017 年 6 月より月 1 回「オレンジカフェつづみ」が開催することになった。
教育部会では、前掲の「まちづくりフェスティバル（多世代交流）」に加え、
新たに学習支援・食育・運動体験を柱とする「照子親（てらこや）」を立ち
上げ、月 1 回運営・実施している。夏休み期間中は、8 日開催された。安全・
安心部会では、「防災マップ」の作成・配布が計画されている（2017 年度西
部地区まちづくり協議会総会資料）。
　以上のように、発足から 2 年度目を迎え、まちづくり協議会の活動は「オ
レンジカフェつづみ」や「照子親（てらこや）」の開催、「防災マップ」の作
成など、新たな事業が立ち上がっており、着々と協議会の活動成果が生み出
されていることが分かった。前掲のアンケート調査結果にみられた「まちづ
くり協議会が地域の課題解決や地域の活性化につながっている」との認識と
重なる。しかし、西部地区まちづくり協議会会長及び事務局長へのヒアリン
グでは、西部地区の課題として、第 1 に地区内に多く存在する改良住宅の建
て替えの問題、第 2 に地区内の空き家や、高齢者のゴミだし、買い物の問題、
第 3 は若者や子供たちの人口定住の問題があげられた。こうした地域課題に
対して、まちづくり協議会がどのような対応を行っていくかが、今後の研究
課題であると語ってくれた。
②	豊浦地区まちづくり協議会の活動
　豊浦地区まちづくり協議会は、旧豊浦町を構成する室津地区、黒井地区、
川棚地区、小串地区、宇賀地区を範囲とする（図 1 参照）。まちづくり協議
会の事務所は、豊浦コミュニティ情報プラザ内に置かれている。
　豊浦地区は、2015 年 5 月にはまちづくり協議会設立準備会（31 団体）を
スタートさせ、協議会設立に向け全戸配布の広報誌を作成するとともに、中
学 3 年生（夢が丘中 78 名、豊洋中 48 名）及び構成団体へのまちづくりアン
ケート調査（830 名：83％の回収率、豊浦町住民の 4.6％）を実施し、取り
組む課題とその優先度（雇用の確保、医療環境の充実、観光拠点の整備、農
業の振興と担い手対策、道の駅の整備、少子化対策、独居高齢者の見守り、
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買い物弱者対策、家庭内介護・認知症対策、山陰線乗継ぎ改善）などが明ら
かになり、これを参考として少子化対策部会、地域活性化部会、生活環境部会、
医療・福祉部会、文化・スポーツ部会が設置されることになった。8 月には
代議員を募集し、構成団体から選出された 34 名、公募代議員 12 名の 46 名
が決定した（男性 37 名、女性 9 名）。10 月の「まちづくりフォーラム」の
開催を経て、11 月 28 日設立総会が開催された（2017 年 11 月 24 日調査訪問
時の資料）。
　2016 年 5 月には 2016 年度の総会が開催され、各部会の事業計画が承認さ
れたと同時に、7 月にはのぼり作成ワークショップや豊浦総合支所との懇談
会、認知と評価に関するアンケートの実施と、まちづくりフォーラムが開催
された。部会活動をみると、少子化対策部会では、婚活イベント「みかん
De デート」（2016、17 年度）、「病児保育」の受入施設の検討・協議の取り組み、
地域活性化部会では、「道の駅」の議論開始（2016、17 年度）、各地区の「名
所・旧跡マップ」の作成の取り組み、生活環境部会では、「空き家調査」と
「バスルート」の検討（2016 年度）、「移動販売車」の運行（2017 年度）、「総
合支所交通対策課との協議」及び「宇賀地区の防災訓練の見学」（2017 年度）、
医療・福祉部会では、「困りごと相談会」（2016 年度）、「施設見学会」と「相
続に関する講演会」（2017 年度）、文化・スポーツ部会では、「豊浦しっちょ
る会」の開催（2017 年度）、「とようらフットパス」の開催（2016、17 年度）、
「とようら映画祭り」（2016 年度、17 年度）などが実施されている。この他に、
2017 年度から「地域枠予算」が設けられ、地区の課題解決に向けた活動に
あてられ、また「中期計画」の策定活動を設けた。また、豊浦地区まちづく
り協議会では広報活動に力を入れており、2016 年度からは広報誌が発行さ
れ、2017 年度からは部会報が発行されるようになった（2017 年 11 月 24 日
調査訪問時の資料）。ホームページも充実しており、筆者らの訪問時には、
地区紹介から始まり、活動紹介のプレゼンテーションをご用意いただき、こ
こから豊浦まちづくり協議会の広報力を感じ取ることができた。
　ところで、前述のとおり、豊浦地区まちづくり協議会の構成団体は 31 団
体で、以下のとおりである。5 つの自治会連合会（宮津地区、黒井地区、川
都市政策研究　第 12 号　2018 年
10
棚地区、小串地区、宇賀地区）、豊浦町 PTA 連合会、2 つのコミュニティスクー
ル運営協議会（夢が丘中学校、豊洋中学校）、下関市商工会豊浦支所、下関
市老人クラブ連合会豊浦支部、豊浦町体育協会、豊浦地区民生児童委員協議
会、下関市社会福祉協議会（豊浦地域）、豊浦地区子ども会連合会、豊浦町
青少年育成町民会議、下関市豊浦町女性団体連絡協議会、下関市保健推進協
議会豊浦地区保健推進委員会、下関市豊浦町ふるさとづくり推進協議会、下
関市食生活改善推進協議会豊浦支部、下小野地域活性化協議会、室津地区活
性化推進協議会、豊浦文化協会、豊浦町水産振興会、宇賀地区活性化協議会、
下関市消防団豊浦方面隊、川棚温泉まちづくり株式会社、豊浦町観光協会、
下関市農業協同組合豊浦支所、豊浦ライオンズクラブ、豊浦地域包括支援セ
ンター、公募となっている。2017 年度役員会の構成をみると、5 地区の自治
会連合会、文化協会、2 つのコミュニティスクール運営協議会、商工会、体
育協会、農業協同組合の他に、公募代議員が 2 名も入っていることに注目し
たい（2017 年度豊浦地区まちづくり協議会総会資料）。
　以上のように、豊浦地区まちづくり協議会は、設立準備会の段階から活発
な活動を展開し、役員会、代議員会の構成において「公募」枠を設けている
ことも特徴的である。部構成については、アンケート調査結果における地域
の課題に基づいていること、また、地域の課題が、雇用の確保、医療環境の
充実、観光拠点の整備、農業の振興と担い手対策、道の駅の整備、少子化対
策、独居高齢者の見守り、買い物弱者対策、家庭内介護・認知症対策、山陰
線乗継ぎ改善など多様になっていることから、これに対応するように、豊浦
地区まちづくり協議会の構成団体は、自治会連合会はもとより、前掲のとお
り、経済・産業団体、医療・福祉団体施設、交通・環境・防災・防災団体、
まちづくり団体など多様な団体から構成されていることも特徴的である。ま
た、すでにまちづくりの「中期計画」の策定活動も予定されており、今後の
展開を期待させる。
③	豊田地区まちづくり協議会の活動
　豊田地区まちづくり協議会は、旧豊田町を構成する殿居地区、豊田中地区、
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三豊地区、西市地区、豊田下地区を範囲とする（図 1 参照）。まちづくり協
議会の事務所は、豊田生涯学習センター内に置かれている。
　豊田地区まちづくり協議会は、2015 年 7 月 28 日第 1 回設立準備会世話人
会の開催からほぼ半年の検討を経て、2016 年 1 月 31 日設立総会協議会が開
催され、ここから豊田地区まちづくり協議会が正式にスタートを切った。
　豊田地区まちづくり協議会の組織は、以下のように独特なものになってい
る。総会の下に、運営員会、その下に町全体のネットワーク（豊田町ネット
ワーク）と 5 つの地区ネットワーク（ネットワーク殿居、ネットワーク豊田中、
ネットワーク三豊、ネットワーク西市、ネットワーク豊田下）がある。ネッ
トワークは、まちづくり協議会の活動を推進するための活動を行う目的で設
置されている。それぞれのネットワークの下に、ふれあいグループ（統括的
なことに関する活動）、ふるさとグループ（安心・安全、文化等に関する活動）、
すこやかグループ（社会教育、福祉等に関する活動）が置かれ、その下に各
種の団体がはりついている。この全体を総会代議員とし、2017 年 5 月 20 日
現在、代議員総数は 158 名（うち公募代議員 3 名）であり、団体総数 167 団
体にのぼっている。
　役員会は、会長 1 名、副会長 6 名、事務局長 1 名、会計 1 名、委員 20 名
以内、監事 2 名となっており、副会長はネットワーク長であり、委員はネッ
トワーク副長からなることが規約で明記されている。2017 年 5 月 20 日現在、
豊田自治会連合会と 5 つの地区自治会連合会（殿居地区 3 名、豊田中地区 2 名、
三豊地区 1 名、西市地区 1 名、豊田下地区 2 名）、下関市商工会豊田町支所、
ふるさと豊田の歴史塾、下関市商工会青年部豊田町支部、いなほ倶楽部、下
関市連合婦人会豊田地区婦人会、豊田町観光協会、公募員 1 名、豊田中地区
社会福祉協議会、三豊公民館、三豊地区スポーツ振興会、西市公民館、豊田
中学校ふるさと協育ネット、青少年健全育成豊田下地区民会議、下関市社会
福祉協議会豊田支所、JA 殿居女性部の代表 25 名となっている。
　以上のような組織体制をとっているため、まちづくり協議会の活動は、ネッ
トワーク毎に検討を重ねた年間計画に基づいて展開している。筆者らが訪問
した折、まちづくり事務所の壁には、各ネットワークから提起された「地域
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の課題」が書かれた模造紙が張られていたことが大変印象的であった。当日
いただいた資料から、まちづくり協議会の活動を紹介すると、2015 年度は
「恋活」（婚活イベント、2 回）、グラウンドゴルフ大会（2 回）、2015 年 4 月
からの「みまもり隊」の活動、ホタル祭りにあわせた「ハッピの作成」、「花
いっぱい運動」、「招魂場」の整備、「空き家調査」の実施、「落語会」の開催、
「旧肥中街道の整備」「ノルディックウォーキング」であり、2017 年度は、「ホ
タル祭り 50 周年記念誌「とよたの」創刊号編集、「空き家」調査のとりまと
め、「花いっぱい運動」、ホタル祭りでの「ハッピの活用」、「イベント広場の
建設」検討、「招魂場」の整備、「小中学生の合同宿泊キャンプ」、「肥中街道
周遊スロージョギング・ウォーキング」「蛍籠プロジェクト支援」「クリスマ
ス」「ホテル祭り」「観月会」「広報誌」の発行、「ホームページ」の開設、「恋
活とロックフェスティバル」、その他となっている。
　以上のように豊田地区まちづくり協議会は、組織面からすると、豊田地区
全体と 5 つの地区を基本とする仕組みから構成され、各地区のネットワーク
組織とグループ組織の検討に基づく下からの活動体制を作りあげている。そ
の結果、上述のような多様なイベントを中心とする活動が活発に展開してい
た。その要にあるのは、本年 50 周年を迎えた「ホタル祭り」があり、豊田
町の住民のアイデンティティの源泉となっていることを知らされた。人口減
少、高齢化、少子化を背景として、豊田地区まちづくり協議会のふれあいグ
ループからは、空き家の有効活用、学校統廃合による建物と跡地の有効利用、
住みたくなる環境づくり、インフラ整備、有害鳥獣対策、農業振興、林業振
興、主要道路整備、道路維持が地域課題として整理され、ふるさとグループ
からは、防犯・防災、地産地消活動、観光開発、伝統文化、史跡の復元、既
存祭りの活性化、イベント関連として整理され、すこやかグループでは、高
齢化対策、少子化対策、世代間交流、健康づくり・スポーツの推進、学校教
育、地域社会での教育、環境美化・ごみ対策、環境保全対策として整理され
ている。このような地域課題に対して、上述の堅固な組織体制でいかに乗り
越えていくかが期待される。
13
地方中核市の地域再生 ― 山口県下関市の事例研究② ―（和田　清美・魯ゼウォン）
（3）まとめ
　以上、西部地区、豊浦地区、豊田地区のまちづくり協議会の運営と活動実
態を紹介してきたが、組織面からみると、それぞれ独自の構成と運営体制を
もっていることが明らかになった。それは、これまでの地域の歴史―とりわ
け豊浦地区と豊田地区は、合併以前のまちの枠組みがあり、地区内の自治の
歴史を踏まえて、両まちづくり協議会ともに工夫されていることが明らかに
なった。まちづくり協議会政策の目的が、地域内分権と自治であるならば、
地域の自治の歴史に根差した仕組みづくりは妥当なことである。あらためて
地域の歴史、風土、文化、経済、社会の独自性と自立性が、まちづくりには
不可欠であることを再認識できる。
　また、3 つのまちづくり協議会の活動では、中心部である西部地区と、周
辺地域の豊浦地区、豊田地区では、地域課題も異なっているが、少子化、高
齢化という問題は共通であることから、その課題解決に向けた下関市内での
地域連携が模索されてもいいようにも思える。
　いずれにしても、3 地区のまちづくり協議会の活動は、地域住民の二ーズ
に対応し、出来ることを着実に進めていることは間違いない。
3．下関市と韓国・釜山広域市の交流
（1）都市間交流への注目
　1970 年に関釜フェリーが就航してから 2010 年までの 40 年間、約 400 万
人が往来したという（朝日新聞 2010. 8. 25 朝刊）。2016 年現在、下関港へ
の入国者は 8 万 8,907 人である。そのうち日本人 1 万 1,313 人、外国人 7 万
7,593 人で、外国人入国者の増加が目立っている 1。同年、下関港の輸出貨物
（1,076,037 トン）のうち韓国への輸出貨物は 69.8％であり、下関港の輸入貨
物の1,335,535トンのうち66.6％を韓国が占めている2。これらは、1970年以降、
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1 法務省のホームページ「出入国管理統計統計表」（港別出入国者）を 2018 年
2 月 1 日に参照した。（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_
nyukan.html）
2 下関市港湾局のホームページを 2018 年 1 月 22 日に参照した。
 （http://www.shimonoseki-port.com/jp/s_info/H28index.htm）
日韓における人とモノの交流が高まっていることを反映している。
　このような日韓の交流のもとで、地理的に近い下関市と釜山広域市（以下、
釜山市とする）は、自治体交流を中心としつつ、民間交流も活発に展開した。
本稿がこうした都市間交流に焦点をおく理由は、2017 年に「朝鮮通信使交流」
がユネスコの「世界の記憶」に登録されるという新たな動きに対して、下関
市と釜山市は、40 年間にわたる交流の実績をふまえて、主体的に対応した
からである。したがって、本稿は、下関市と釜山市の都市間交流を事例とし、
①自治体、②民間、③朝鮮通信使という 3 つの交流を取り上げて、その内実
を把握しつつ、グローバルに展開する都市間交流が地方都市の地域再生にど
のような意味をもつのかを検証する。
（2）自治体交流
　2017 年現在、釜山市人口は約 356 万人、下関市人口は約 27 万人である。
こうした人口規模の違いに示されているように、釜山市は国際会議の開催と
いうネットワークの形成を推し進めているのに対して、一方の下関市は 5 つ
の友好都市の連携を重視しているという自治体交流の違いがみられる。以下、
それぞれの自治体交流と両市の交流について述べることにする。
①	釜山市
　2017 年現在、釜山市は韓国東南圏の中心都市であり、釜山港をもつ韓国
第一の港湾都市である。釜山市役所において国際交流の担当部署は、「国際
協力課」と「釜山国際交流財団」という外郭団体である。釜山市の国際交流
は、大きく①国際姉妹都市・友好協力都市、②国際会議体に区分できる。
ⅰ）姉妹連携都市・友好協力都市
　まず、釜山市の自治体交流は「姉妹連携都市」、「友好協力都市」、「パート
ナー都市」の 3 つからなる。姉妹連携都市とは、条例に基づき市議会の承認
が必要な交流都市を示す。また、友好協力都市は市議会への報告のみを行う
ものである。そして、パートナー都市は行政交流を行う都市を指し、市議会
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への承認・報告は要しないものを指す。
　2017 年現在、釜山市の姉妹結縁都市は 23 カ国 26 都市に及んでおり、友
好協力都市は 6 カ国 10 都市である。また、日本の自治体との交流は、以下
のとおりである。
・ 姉妹連携都市：下関市（1976 年）、福岡市（2007 年）
・ 友好協力都市：大阪市（2008 年）、長崎県（2014 年）
・ パートナー都市：横浜市（2008 年）、北海道（2015 年）
　要約すると、釜山市は、九州や山口地方から大阪市や横浜市、北海道にい
たるまで、日本の自治体との交流に積極的に取り組んでいるといえる。
ⅱ）国際会議体
　次に、2017 年現在、釜山市は 15 の国際会議体に参加している（表 1 参照）。
ここでの国際会議体とは、グローバルな都市間連携の仕組みづくりを意味し
ている。ここでは、重要と思われる国際会議体を取り上げることにする。
　第 1 は、日韓海峡沿岸市道県交流知事会議（Japan-Korea Strait Governor 
Meeting、以下、知事会議とする）である。知事会議は、1992 年に玄海湾を
共有する自治体の知事（済州特別自治道、佐賀県、長崎県、福岡県）によっ
て、設立されたものである。これは 1992 年から毎年 1 回、各自治体の持ち
回りの方式で、2017 年まで開催している。メンバーは、九州北部の三県（佐
賀県、長崎県、福岡県）、韓国南部の一市三道（慶尚南道、全羅南道、済州
道、釜山広域市）となっている。1999 年にこの知事会議に、山口県が合流
してきた。知事会議について、国際交流担当職員の H 氏は、「釜山市としては、
知事会議を重要視しており、今後も積極的に取り組んでいる方針である」と
述べた（2017 年 2 月聞き取り調査）。釜山市は、知事会議のネットワークを、
これから生じてくる懸案問題に対応できる仕組みとみなしている。
　第 2 は、福岡・釜山フォーラムである。福岡・釜山フォーラムは、2006
年に政策提言の機関として発足した。福岡・釜山フォーラムは、九州大学の
「韓国研究センター」と釜山市所在の東西大学日本研究センターの学術交流
で浮上したという。フォーラムの実務会議として課長級の担当者が毎年 9 月
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に集まって、11 月の本会議の開催を準備している。フォーラムのテーマは、
2015 年の「新再生エネルギー会議（済州）」、2016 年の「インバウント（山
口県）」となっており、環境、経済、観光等を話し合っている。このフォー
ラムの特徴は、産業界やマスメディア、研究者等が、福岡・釜山の各層を取
り入れた点にある。
　そのほか、1990 年に設立された東アジア経済交流推進機構（OEAED）が
挙げられる。日本の北九州市に本部があり、韓国や日本、中国の 10 都市が
参加している。この会議の特徴は、経済協力基盤強化を進める点にある。
　このように、釜山市は、自治体会議を通じて、都市間の環境や経済などを
軸としたグローバルなネットワークを強められようとしているといえる。
表 1　釜山市における国際会議体の現況
（出典： この表は、釜山広域市のホームページを基に作成したものである。
  http://www.busan.go.kr/bhbusiness01　2019 年 1 月 24 日アクセス）
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② 下関市 
機構名 設立年 本部所在地 参加国（都市）
日韓海峡沿岸市道県交流知事会議
（Japan-Korea Strait Governor
Meeting）
1992 年 韓日の8カ所の市道県
東アジア経済交流推進機構（OEAED） 1990年 日本北九州市 韓国・中国・日本の10カ所都市
アジア・太平洋都市サミット会議
（APCS）
1994年 日本福岡市 13カ国30都市
東北亜地域自治団体連合会議（NEAR） 1996年 韓国浦項市 ６カ国70の地方団体
世界地方政府連合会議（UCLG) 2004年 スペイン・バルセロナ市 136カ国1.000団体
世界大都市会議（Metropolis) 1985年 スペイン・バルセロナ市 136の都市
亜太地域人間定住開発地方政府会議
（CITYNET) 1989年 韓国ソウル市 24カ国85都市
世界都市サミット市場フォラム
（WCSMF) 2008年 シンガポール 30カ国1,200名
亜太都市頂上会議（APCS) 1996年 豪州・ブリスベン 亜太地域の70都市
自治団体国際環境協議会（ICLEI） 1990年 カナタ・トロント 60カ国472団体
国際コンベンション会議（ICCA) 1963年 オランダ・アムステルダム 80カ国850団体
アジア・太平洋都市観光振興機構
（TPO） 2003年 韓国釜山市 10カ国71都市
世界都市マッケティング協会（DMAI) 2014年 米国・ワシントン 30カ国550団体
国際都市照明連盟（LUCI) 2002年 フランス・リヨン 37カ国70都市
GTI東北亜地域地方協力委員会 2011年 中国・北京市 ４カ国10都市
②	下関市
　下関市は「小さな国際都市・下関市」を掲げ、1）国際人としての人材育成、
2）多彩な国際交流という国際交流の施策を打ち出している。具体的に、1）
国際人としての人材育成及び啓発と民間の推進体制整備を示す。2）多彩な
国際交流の内容は、ⅰ）姉妹・友好都市の国際交流、ⅱ）環黄海地域の日中
韓 11 都市で構成している東アジア経済交流推進機構のネットワークの活用、
ⅲ）下関市の留学生との交流と支援の 3 つである。姉妹・友好都市は釜山市
（1976 年）、サントス市（1971 年）、イスタンブール市（1972 年）、青島市（1979
年）、ピッツバーグ市（1998 年）となっている。
③	下関市と釜山市との交流（表 2参照）
　下関市と釜山市の自治体交流を促進したのは、1970 年に就航した関釜フェ
リーにほかならない。これによって、1976 年 10 月に姉妹都市の連携を結ぶ
ことが可能であった。その後、両市は姉妹都市の 30 周年と 40 周年の記念式
を交代で行うなど、自治体交流を持続的に行った。こうした交流を重ね、交
流の一環として朝鮮通信使の祭りが開催されたこととなった。
　まず、釜山市では、5 月に朝鮮通信使が日本まで無事にいけるようにとい
う「海神祭り」がある。次に、下関市では、2004 年より下関市の「馬関まつ 
り」において、「朝鮮通信使」の行列が再現された。例えば、2016 年の馬関
まつりでは、姉妹友好都市の 40 周年を記念し、釜山市長が下関市の朝鮮通
信使の行列に参加したという。また、釜山市で行われた友好都市 40 周年の
記念式典には、下関市から約 60 名規模の市民訪問団が出席した（朝日新聞
2016. 10. 18 朝刊・山口）。この式典には、下関在住の在日韓国婦人会山口県
地方本部会長が出席するなど、自治体交流に在日韓国朝鮮人も積極的に関
わっている（朝日新聞 2016. 10. 18 朝刊）。
　こうした下関市と釜山市の自治体交流に伴って、①朝鮮通信使行列を再現
する祭りが台頭したこと、②在日韓国朝鮮人が自治体交流に参加したことの
2 つの傾向がみられた。
都市政策研究　第 12 号　2018 年
18
表 2　下関市と釜山市の主な交流
1965 年 日韓基本条約の締結により国交正常化
1966 年 下関市に韓国領事館の設置（1980 年総領事館に昇格）
1970 年 下関・釜山間の定期航路関釜フェリー就航
1976 年 釜山広域市との姉妹都市の盟約を調印
1988 年 現在の下関港国際ターミナル完成
1992 年 釜山広域市と職員交換制度開始
1997 年 駐下関代官民国名誉総領事館の開設
2001 年 「リトル釜山フェスタ」開催
2004 年 馬関まつりで朝鮮通信使の行列再現
2015 年 釜山港新旅客ターミナルの使用開始
2016 年 姉妹都市締結 40 周年
2017 年 朝鮮通信使のユネスコ「世界の遺産」登録
（出典： 下関市『市報しものせき』2016 年 9 月号 5 ページと朝日新聞（2016. 10. 18 朝刊）
　　 をもとに著者作成）
（3）民間交流
　では、釜山市と下関市との民間交流として、①在日韓国朝鮮人の交流、②
商店街の交流、③経済の交流という 3 つを確認しておこう。
①	韓国朝鮮人の交流
　2015年現在、下関市の韓国・朝鮮人の人口は2,334人（下関市全人口の0.8％）
である。ここでは、韓国・朝鮮人の民族組織として、在日本大韓民国山口県
地方本部（以下、民団山口県本部とする）を取り上げる。2010 年現在、民
団山口県本部は①下関、②宇部、③小野田、④小月、⑤美称、⑥山口、⑦萩、
⑧岩口、⑨徳島の支部組織からなる 3。また、支部組織の下には「班」とい
う下部組織が存続している。1990 年代には 22 の班組織があったが、2017 年
現在 10 班が残っている。そのほかの民団組織は、婦人会と青年商工会等が
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3 在日本大韓民国民団山口県本部 2010 年『日韓併合 100 周年光復節 65 周年韓
日条約締結 45 周年記念誌』
ある。なお、「山口県慶尚南道道民会」という地縁組織も形成されている。
　民団山口県本部の活動を支えているのは、在日本大韓民国婦人会山口県地
方本部（以下、婦人会とする）である。婦人会の支部組織は、①下関、②小
門、③小野田、④宇部、⑤山口、⑥徳山、⑦岩国、⑧美称、⑨長門、⑩萩な
ど地域別に形成されている。
　まず婦人会地方本部の役員は約 25 人であり、60 歳代と 70 歳代の役員が
中心となっている。婦人会役員の K 氏によれば、1990 年代の会員は約 300
名であったが、2000 年代に会員数は約 150 名へと減ったという。2017 年現在、
会員は 100 名を切っている。また、役員の任期は 3 年で 2 期まで可能である。
現在も班長が年 1 回班員の家を訪問して、年 3 千 600 円の会費を集金してい
る。2017 年には 6 名の班長が集金したという。
　次に、婦人会の活動は中央大研修会への参加、本国研修会参加、新年会開
催、文化教室（主に歌と韓国歴史）への参加等が挙げられる。中央大研修会
には約 50 名、本国研修会には 10 名弱が参加しているという。また、婦人会は、
民団主催の花見や敬老会開催、三一節 4 と光復節行事（8 月 15 日）に開催さ
れる行事を支えている。さらに、婦人会中央本部の事業である「地域に貢献
する事業」として、地域社会に車いすを寄付したりする事業を行っている。
　婦人会は、①下関市の馬関まつりに婦人会の出店を出して、民団の存在を
アピールしていること、②下関市民訪問団の一員として、釜山市開催の姉妹
都市 40 周年記念式典に参加したことの 2 つの交流に参加している（朝日新
聞 2016. 10. 18 朝刊）。
②	商店街交流
　下関市は、中心商業地区のグリーンモール商店街の活性化事業を契機にし
て、韓国釜山市との商店街交流が行われた。それについて、以下の 2 点にま
とめられる。
　第 1 は、2002 年に釜山市のショッピング・センターである「ルネシテ」
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4  三一節は 1919 年 3 月 1 日に起こった独立運動を記念するものである。
で交流会を開いたことである（日経 MJ（流通新聞）2002. 2. 28）。当時、下
関商工会議所はグリーンモール商店街を韓国の東大門市場のように若者にう
ける安価な衣類を扱う商店街として整備していこうとした。ソウル市の東大
門市場と同じく衣類を扱う「ルネシテ」との商業交流を試みた。
　第 2 は、2011 年に釜山市の「国際市場繁栄会」との「業務提供」である。
釜山市の国際市場は、釜山市中区に位置しており、約 1,200 の店舗からなる
釜山を代表する大規模市場である。2011 年は下関市と釜山市の姉妹都市の
35 周年となる年であり、その記念式で、商店街の「業務提携調印式」も行
われた。その内容は、商店会の経済交流を進めることである。当時、グリー
ンモール商店街の自治繁栄会の代表者は、「グリーンモール商店街は釜山の
国際市場に比べ、小規模な商店街であるがお互いに発展していきたい」とそ
の意味を述べている 5。しかし、国際市場繁栄会役員の L 氏は、「当時の国
際市場繁栄会長の交代によって、商店街交流は次第に弱化してきた」という
（L 氏 2017. 5. 11）6。
　下関市と釜山市の商店街交流において、持続可能な交流当事者のネット
ワークの形成が求められるといえる。
③	経済交流―ボッタリチャンサ（行商人）
　では、下関と釜山の経済交流はどうなのか。ここで注目すべきは、ボッタ
リチャンサ（風呂敷商売の意味）という行商人が新たな経済交流の担い手
として台頭したことである。ボッタリチャンサ（以下、ボッタリとする）と
は、下関と釜山を行き来しながら、双方の商品を持ち込んで売る商売を指す。
また、「ボッタリのその大部分が女性によって行われている」（島村、2012：
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5  在日本大韓民国民団のホームページより 2018 年 1 月 29 日に参照した。
 （https://www.mindan.org/kr/front/newsDetail.php?category=2&newsid=1093）
6  著者は 2017 年 5 月 10 日～ 5 月 14 日の日程で韓国釜山市開催の韓国地域社会
学会（東亜大学）に参加した。その際、国際市場繁栄会に連絡がとれて、役
員 L 氏から資料を頂いた。ここの記述は国際市場繁栄会からの資料とインタ
ビュー調査に基づいたものである。
28）という特徴をもつ。
　ボッタリたちが最も活躍した時期は、1970 年代から 1980 年代である。こ
の時にボッタリさんが韓国に持ち込むのは、主に腕時計や炊飯器など家電や
精密機器であった（朝日新聞 2005. 1. 14 朝刊）。下関市のボッタリさんの活
動拠点は、在日韓国朝鮮人の店舗のあるグリーンモール商店街である。グリー
ンモール商店街で家電販売店を営む S 氏は、「毎朝店先に日本製の『ポータ
ブルオーディオプレーヤ』を買い求めるボッタリたちが並んでいた」と当時
の様子を語った（S 氏 2017. 2. 23）。また、ボッタリたちは、一回の渡航で
十数万円の稼ぐことも珍しくなかったという（朝日新聞 2005. 1. 14 朝刊）。
　1990 年代になると、ボッタリたちの高齢化と日韓の経済格差の縮小に伴っ
て、ボッタリさんの数が減少し始めた。そして、2000 年代にボッタリたち
が扱うものも電気製品から食料品へと変わっていった。この時期のボッタリ
たちの多くは、釜山在住の中年女性で、数十人へと減っていたという（朝日
新聞 2010. 3. 3 朝刊）。
　以上のボッタリたちによって、グリーンモール商店街を拠点とする下関市
の地域経済がより活性化されたのである。
（4）ユネスコ「世界の記憶」登録―朝鮮通信使に関するネットワーク
　2017 年 10 月に、「朝鮮通信使に関する記録－ 17 世紀～ 19 世紀の日韓間
の平和構築と文化交流の歴史」は国連教育科学文化機関（ユネスコ）に「世
界の記憶」（記憶遺産）として登録された。ここでいう朝鮮通信使とは、朝
鮮王朝から江戸幕府に派遣された使節団であり、1607 年から 1811 年まで 12
回にわたって往来したものである（図 1 参照）。朝鮮通信使に関する外交や
旅程及び文化交流の記録は、111 件 333 点（日本：48 件 209 点、韓国：63
件 124 点）となっている。
　朝鮮通信使の「世界の記録」申請は、日本と韓国の民間団体が中心となっ
て進められた。朝鮮通信使の登録をめぐって、民団の働きかけが重要であっ
たのである。以下では、朝鮮通信使をめぐる日本と韓国の自治体や民間団体
の取り組みを紹介していこう。
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図 2　朝鮮通信使のルート
4-1　日本における朝鮮通信使への注目
①	長崎県対馬市における朝鮮通信使の受け入れ
　さて、朝鮮通信使という歴史にいち早く着目したのは、在日韓国朝鮮人で
ある辛基秀（シン・ギス）氏である。辛基秀氏は、1970 年代から日本の朝
鮮通信使の研究にとりかかり、「江戸時代の朝鮮通信使」（1979 年制作）と
いうドキュメンタリー映画を製作したのである。当時、辛基秀氏のドキュメ
ンタリー映画の上映運動が始められ、これによって、日本各地で朝鮮通信使
関連の資料が発見され、関心が高まるようになった（中尾、2017：11）。
　こうしたなかで、韓国から約 50 キロ弱の距離にある長崎県対馬市（1980
年当時は厳原市）が朝鮮通信史の行列に注目することとなった。1980 年に、
対馬市の「港まつり」という夏まつりに行列振興部を設けて、「朝鮮通信使
行列」が再現された。1988 年になると、港まつりの名称は「アリランまつり」
へと変えて、韓国からの女性舞踊団が参加するなど、韓国との交流が広がっ
ていった（中尾、2017：9）。
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図２ 朝鮮通信使のルート 
 
４－１ 日本における朝鮮通信使への注目 
① 長崎県対馬市における朝鮮通信使の受け入れ 
さて、朝鮮通信使という歴史にいち早く着目したのは、在日韓国朝鮮人である辛基秀（シ
ン・ギス）氏である。辛基秀氏は、1970 年代から日本の朝鮮通信使の研究にとりかかり、
「江戸時代の朝鮮通信使」（1979 年制作）というドキュメンタリー映画を製作したのである。
当時、辛基秀氏のドキュメンタリー映画の上映運動が始められ、これによって、日本各地
で朝鮮通信使関連の資料が発見され、関心が高まるようになった（中尾、2017：11）。 
こうしたなかで、韓国から約50キロ弱の距離にある長崎県対馬市（1980年当時は厳原市）
が朝鮮通信史の行列に注目することとなった。1980 年に、対馬市の「港まつり」という夏
まつりに行列振興部を設けて、「朝鮮通信使行列」が再現された。1988 年になると、港まつ
りの名称は「アリランまつり」へと変えて、韓国からの女性舞踊団が参加するなど、韓国
との交流が広がっていった（中尾、2017：9）。 
1970 年代から対馬市は人口流出や高齢化という地域問題に直面しるため、新たな地域再
生を模索していた7。当時、対馬市は「島おこし」の一環として、韓国との交流8や朝鮮通信
                                                  
7 対馬市は厳原町、美津島町、豊玉町、峰町、上県町、上対馬町の６町からなる。 
8 対馬市は 1992 年に「対馬国際交流協会」を設立し、2003 年には韓国釜山市に交流活動の
拠点であり、かつ観光客誘致のための「対馬釜山事務所」を開設した。2017 年現在、対馬
市には韓国系資本のホテルがあり、韓国からの観光客は増加傾向にある。 
　1970 年代から対馬市は人口流出や高齢化という地域問題に直面しており、
新たな地域再生を模索していた 7。当時、対馬市は「島おこし」の一環として、
韓国との交流 8 や朝鮮通信使の交流を進めた（中尾、2017：8）。こうした交
流の受け皿として、地元の経済的有力者である松原仁征氏が中心となって、
1991 年に「朝鮮通信使縁地交流委員会」という民間組織を立ち上げた。こ
の民間組織は、1995 年に「朝鮮通信使縁地連絡協議会」の設立（以下、縁
地連とする）へと発展していった。
②	NPO法人「朝鮮通信使縁地連絡協議会」（縁地連）
　縁地連は、韓国釜山市の「釜山文化財団」と連携して、2017 年に朝鮮通
信使のユネスコ「世界の遺産」登録決定を導いた NPO 組織である。
　縁地連の拠点は、長崎県対馬市である。対馬市はいち早く朝鮮通信使とい
う文化資源に注目し、朝鮮通信使の行列再現などの地域活動を蓄積してきた。
その結果として、縁地連という朝鮮通信使にゆかりのある地方自治体や民間
団体、個人会員からなる民間組織が設立された。設立当初は 21 市町（合併
前の対馬の全市を含む）と 10 の民間団体が参加したが（中尾、2017：11）、
2017 年現在、加盟自治体は 18 市、86 団体、104 名の個人会員が加入してい
る 9。なお、団体会員には、在日本大韓民国民団組織や日韓親善協会が含ん
でおり、在日コリアンとの協力関係も注目されるところである。
　縁地連の主な活動は、毎年全国交流会を開催することであり、2017 年現
在、24 回目の全国交流会を催している。また、朝鮮通信使の再現行列は対馬、
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7  対馬市は厳原町、美津島町、豊玉町、峰町、上県町、上対馬町の 6 町からなる。
8  対馬市は 1992 年に「対馬国際交流協会」を設立し、2003 年には韓国釜山市に
交流活動の拠点であり、かつ観光客誘致のための「対馬釜山事務所」を開設
した。2017 年現在、対馬市には韓国系資本のホテルがあり、韓国からの観光
客は増加傾向にある。
9  自治体会員は、対馬市、日光市（教育委員会）、静岡市、大垣市、長浜市、近
江八幡市、彦根市、京都市、神戸市兵庫区、瀬戸内市、福山市（教育委員会）、
呉市、上関町、下関市、壱岐市（教育委員会）、白山市、名古屋市（教育委員会）、
たつの市、東京都台東区である。
下関市、呉市、瀬戸内市、川越市、堺市、京都市などで行われている。全国
交流会の開催の際に、そのほかの日韓交流の文化行事も同時に開催されてい
る。例えば、2016 年度に全国大会を開催した岡山県瀬戸内市は、「瀬戸内牛
窓国際交流フェスタ」というイベントで朝鮮通信使の行列を再現し、市内小
学生と韓国の中学生が共同で韓国の伝統芸能を披露した 10。縁地連の意義は、
韓国釜山との国際交流のみならず、朝鮮通信使を通じた地域振興を試みる都
市間の連携を進めてきたことにあるといえる。
③	下関市の取り組み
　さて、下関市は朝鮮通信使が本州のなかで最初に寄港した場所である。
1980 年代以降、下関市は朝鮮通信使に関する展覧会を開くなどの多彩な文
化行事を行った 11。2004 年より、下関市の夏祭りである「馬関まつり」に
朝鮮通信使の行列を再現することとなった。こうした朝鮮通信使の行列につ
いて、下関市立歴史博物館の M 氏は、「何万人がみているため、市民たちが
通信使を認識できるという効果がある」と行列再建の意味を語った（M 氏
2017. 12. 22）。こうした朝鮮通信使の行列再現については地域住民の反応に
温度差があったものの、続けられてきている。
　2017 年現在、朝鮮通信使の担当部署は、下関市役所の「市民文化課」であり、
下関市立歴史博物館は朝鮮通信使の資料を管理している。なお、下関市は、
2014 年の朝鮮通信使ユネスコ記憶遺産登録申請に賛同しており、下関市所
在の朝鮮通信使関連資料 5 件 10 点が含まれている。
　下関市は韓国釜山市との都市交流の蓄積のうえで、新たな歴史文化交流と
して朝鮮通信使の行列再現を行い、朝鮮通信使のユネスコ登録にも関わって
きた。下関市という地方の中核市において、ユネスコの「世界の記憶」となっ
た朝鮮通信使が地域振興にいかなる意味をもつのかを探ることが行政の課題
として求められるといえよう。
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10  2016 年発行の「縁地連だより」No.20 から 2 月 1 日に参照した。
 （http://enchiren.com/report）
11  下関市の展覧会は 1989 年、1996 年、2008 年にそれぞれ開催された。
④	在日本大韓民国民団山口県地方本部と朝鮮通信使
　下関市の在日韓国朝鮮人は朝鮮通信使にどう向き合っているのか。朝鮮通
信使は在日である辛基秀氏によって注目されたものである。民団組織は「日
韓親善協会」と協力して、朝鮮通信使事業に関わっている。朝鮮通信使のユ
ネスコ「世界の記憶」登録を記念して、2017 年 11 月に在日本大韓民国民団
山口県地方本部（以下、民団とする）は、記念イベントを開催した。この点
について、民団の役員は、「朝鮮通信使を契機にして、日本人が韓国と日本
との交流の歴史を知ってほしい」とその意味を語った。また、民団の役員は
「朝鮮通信使を通じて、日本社会がより民団を認知してほしい」と指摘して
いる（K 氏 2017. 12. 22）。民団は、朝鮮通信使という歴史文化交流を通じて、
在日を日本社会に肯定的に知らせるチャンスと捉えているようである。2017
年 11 月 23 日開催の「リトル釜山フェスタ―」では、民団は「通信使コスプ
レ無料撮影会」を設けて、貸衣装も用意した。民団は朝鮮通信使を契機にし
て、下関市のイベントに協力する活動を始めている。
表 3　下関市の取り組み
年 下関市の取り組み
1995 年 縁地連に設立メンバーとして加入
1996 年 「第 2 回朝鮮通信使ゆかりのまち全国交流会下関市大会」を開催
2001 年 朝鮮通信使上陸淹留之地記念碑の建立
2004 年
釜山広域市の朝鮮通信使文化事業会（現在の釜山文化財団）と下
関の「馬関まつり」で行列を再現、以後、行列再現が恒例となった。
2007 年
朝鮮通信使 100 周年記念事業「朝鮮通信使おもてなし料理再現」、
「朝鮮通信使衣装制作披露」
2008 年 「第 15 回朝鮮通信使ゆかりのまち全国交流会下関市大会」を開催
2012 年 財団法人「釜山文化財団」がユネスコ記憶遺産登録申請を提案。
2014 年
朝鮮通信使ユネスコ記憶遺産登録申請に賛同し、縁地連ユネスコ
記憶遺産日本推進部会に設立メンバーとして参画
（出典： 町田一仁、2017「朝鮮通信使に対する取り組み　下関」と縁地連のホームページ
 （http://enchiren.com/2018 年 1 月 23）をもとに著者作成）
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⑤	韓国釜山市の朝鮮通信使への取り組み
　ところで、韓国では朝鮮通信使を「朝貢」の歴史とみる側面もあり、日本
に遅れて、朝鮮通信使に取り組んだのである（M 氏 2017. 12. 22）。韓国で朝
鮮通信使に注目したのは、釜山市在住の元大学教授の姜南周（カン・ナムジュ）
氏である。姜南周氏は、1994 年に対馬市や下関市における行列再現に接し
たことから、「朝鮮通信使という歴史文化的資源を対馬では活用しているの
に、なぜ送り出した韓国では何もしないのか」という問題意識をもとに、釜
山を中心に朝鮮通信使事業をスタートさせた。また、2002 年の日韓ワール
ドサッカー大会という日韓共同でのスポーツ交流を契機にして、姜南周氏は
「朝鮮通信使行列再現委員会」を発足することとなった。釜山市でも、朝鮮
通信使の行列を再現するという「朝鮮通信使祝祭」が実施された。この委員
会は、2005 年に社団法人「朝鮮通信使文化事業会」へと変わった。2009 年に、
釜山広域市の傘下団体である釜山文化財団が設立されて、2010 年に朝鮮通
信使業務が委託される。釜山文化財団の理事長は姜南周氏である。姜南周氏
は、日本の「縁地連」と協力しながら、朝鮮通信使のユネスコ登録を進めた
韓国側のキーパーソンである。
　韓国釜山市の朝鮮通信使への取り組みは、日本の連地連と連携しながら、
民間組織を軸にして支援体制を整えてきた。釜山市は朝鮮通信使を「文化ブ
ランド」と捉えて、地域再生の資源とみなしているといえる。
4-2　残された課題
　ここでは、朝鮮通信使について、日本の自治体、在日韓国朝鮮人、韓国の
自治体という 3 つの視点から今後の課題を述べる。
　第 1 の日本の自治体について。朝鮮通信使とゆかりのある自治体は、「世
界の遺産」となった朝鮮通信使をまちづくりや観光の視点からとらえる傾向
にある。とくに、人口規模の少ない自治体の方が貴重な地域資源とみなし、
朝鮮通信使の受け入れに積極的であるという。朝鮮通信使の意味は、日韓の
国際交流だけではなく、むしろ日本内の都市連携を促す機能を持ち合わせて
いる。朝鮮通信使を軸とする日韓の交流ならびに日本における都市連携の実
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態把握も今後の課題としたい。
　第 2 の在日韓国朝鮮人について。朝鮮通信使の研究はいわば「隙間産業」
であったが（M 氏 2017. 12. 22）、在日韓国朝鮮人の辛基秀氏によって注目さ
れた経緯がある。在日韓国朝鮮人は日韓の中間的存在という立場から、自治
体に協力しつつ、朝鮮通信使事業を支援している。民団役員の K 氏は、「朝
鮮通信使を通じて民団や在日韓国朝鮮人の存在をポジティブに示していきた
い」と今後の方向性を提示している（K 氏 2017. 12. 22）。つまり、在日韓国
朝鮮人は朝鮮通信使の交流を日本の自治体や地域社会と新たな協働関係を構
築していくチャンスとみなしている。今後、朝鮮通信使とゆかりのある地域
における在日韓国朝鮮人との協働関係についての比較分析が必要である。
　第 3 の韓国の自治体について。朝鮮通信使に注目したのは日本であり、の
ちに韓国が加わった。韓国釜山市在住の姜南周氏は、対馬市の朝鮮通信使行
列をみて、歴史交流としての朝鮮通信使の重要性を認識したという。姜南周
氏は「釜山文化財団」を中心に朝鮮通信使事業を進めた。この結果、釜山市
において、「朝鮮通信使行列再現」が行われるようになり、日本側にユネス
コ「世界の記憶」への登録申請を提案するまで、朝鮮通信使事業は成果をあ
げている。今後、釜山市は朝鮮通信使を「文化ブランド」とみなし、地域再
生にいかに活用するのかを探っている。
4．人口減少社会における中核市の地域再生 ― 今後の課題
　以上でみてきたように、本稿は、人口減少社会において地方都市の地域再
生がいかに可能かという問題設定から、地方中核市である「山口県下関市」
を事例として、「まちづくり協議会」と、「釜山市との交流」という 2 つの地
域資源が、地方都市の地域再生にいかなる意味をもつかを検証してきた。そ
の結果、「まちづくり協議会」は、地域の歴史、風土、文化、経済、社会の
特性に根差した運営体制と活動を展開しており、「釜山市との交流」では、
自治体、民間―韓国朝鮮人の交流、商店街の交流、経済交流（ボッタリチャ
ンサ）、朝鮮通信使のネットワーク（ユネスコ「世界遺産」登録）など、下
関市は多様な交流を活用したまちづくりを進めている。
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　では、下関市の地域再生について、今後の課題を「まちづくり」と「交流」
の 2 点にまとめることにする。
　1 つ目は、「まちづくり」という資源の意味である。下関市は、市内 17 地
区にまちづくり協議会という新しい地域組織を設置し、住民主体の自治を目
指している。17 地区のまちづくり協議会へのアンケート調査結果によれば、
役員会と代議員ともに総じて 60 歳代、70 歳代の高齢世代が多く、男性が圧
倒的である。女性の参加では役員層で僅かに 1 割に過ぎないが、代議員では
3 割を占めている。これらが全体の傾向であるが、訪問した 3 地区のまちづ
くり協議会の組織構成は、地域の特性を根差しているため、それぞれ違いが
見られた。筆者らが注目したのは、役員の公募枠をもっている豊浦地区と豊
田地区―とりわけ豊浦地区では役員会の理事に 2 名の公募員を含んでいたこ
とである。また、女性の積極的な参加と活躍が注目される。既存の住民集団
に捉われない公募員及び女性の積極的な参加と活用は、柔軟な組織運営を産
み出している。このことが活動にも反映していのであろうか、地域課題への
積極的な取組もみられ、今後の活動が期待される。また、活動内容に着目す
ると、周辺地域の豊浦地区や豊田地区では、地域の歴史・風土・文化資源を
活かした活動が進められていた。例えば、豊田地区の「豊田ほたる」は地域
のアイデンティティであることを、訪問調査では強く印象づけられた。
　このように組織構成や地域資源によってその活動内容に違いがみられるも
のの、2017 年 12 月現在まちづくり協議会の活動は概ね定着していると言え
よう。しかし、下関市の中心商業地区においては、「地域資源」である商店街を、
まちづくり活動にどう取り込んでいくかが、課題として残されている。その
ため、下関市の「グリーンモール商店街」と「唐戸商店街」という 2 つの商
店街に注目して、まちづくり協議会と商店会等、地域内の諸団体との関係が
どう結ばれ、地域再生をめぐって連携可能なのか、その内実を把握していく
ことを今後の研究課題としたい。
　2 つ目は、交流という資源の意味である。下関市と釜山市の交流が始まっ
て、すでに 40 年以上が経過した。下関市と釜山市の交流は、自治体や民間、
そして朝鮮通信使という歴史文化の交流へと展開していった。これらの交流
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は、下関市と釜山市の双方にとって「地域資源」という意味をもっており、
一方の在日韓国朝鮮人にとっては、在日の存在を示す機会になったと考えら
れる。また、下関市と釜山市は産業経済的な効果をもたらすという交流を模
索してきたが、必ずしも成果を上げているとはいえない。現時点で、釜山市
や福岡市、北九州市が新たな都市連携を強める動きもみられている。これら
の都市連携がどう発展されていくかについての調査研究が必要となろう。
　なお、ユネスコ「世界の記憶」への登録が決定された朝鮮通信使の歴史・
文化交流を実質化していくためには、朝鮮通信使への取り組みが進んでいる
長島県対馬市と壹岐市の歴史・文化交流の実態についての調査を今後の課題
としたい。
〈付記〉
　本稿の執筆は、1、2 を和田が、3、4 を魯が分担した。
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